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照会書 
 
 法令適用事前確認手続に基づき、下記のとおり照会します。 
なお、照会者名並びに照会及び回答の内容が公表されることに同意します。 

 
記 

１ 計画している具体的行為 
（１）現状、運営管理業務を行う営業所として本店（営業統括グループ）を登録している

が、主要な支店を追加登録（変更の届出）する。 
（２）追加登録する支店に、運営管理業務の専任者ではないが金融商品の販売等を行わな

い運営管理業務担当者を置く。この運営管理業務担当者が運用関連業務と次項（３）

の①から⑤の事務を行う。 
（３）追加登録する支店で金融商品の販売等を行ういわゆる営業職員が、確定拠出年金に

かかる以下の事務を行う。 
  ①当行が運営管理機関として受託又は受託予定の企業型年金加入者及び企業型年金運

用指図者並びに個人型年金加入者及び個人型年金運用指図者（以下加入者等という）

の住所変更等の諸変更事務手続 
  ②加入者等の離転職時の事務手続 
  ③加入者等の給付にかかる事務手続 
  ④加入者等のパスワード、ユーザーＩＤの再発行事務手続 
  ⑤加入者等のコールセンター、インターネットの利用方法の説明 
 
２ 法令の条項 
 確定拠出年金法第 100 条第 7 号 
 確定拠出年金運営管理機関に関する命令（以下主務省令という）第 10 条第 1 号 
 
 
 



３ 照会したい内容 
（１） １（２）に記載した支店の運営管理業務の専任者でない者が確定拠出年金にかかる

運用関連業務及び１（３）に記載した①から⑤の事務を同時に行うことが確定拠出

年金法第 100条第 7号に基づく主務省令第 10条第 1号に抵触することとなるのか。 
（２） １（３）に記載した支店のいわゆる営業職員が確定拠出年金にかかる①から⑤の事

務を行うことが確定拠出年金法第 100 条第 7 号に基づく主務省令第 10 条第 1 号に

抵触することとなるのか。 
（３） 運用関連業務を行う運営管理業務担当者が貸付業務を兼務する場合において、融資

の繰上返済処理に伴い発生する先取利息を普通預金又は当座預金に自動的に入金

する手続を行うことが確定拠出年金法第 100 条第 7 号に基づく主務省令第 10 条第

1 号に抵触することとなるのか。 
 
４ 照会者の見解 
（１）支店の運営管理業務担当者となり運用関連業務を行う者は、主務省令第 10 条第１号

の規定により確定拠出年金法施行令第 15 条に規定する運用の方法にかかる商品の

販売若しくはその代理若しくは媒介又はそれらに係る勧誘に関する事務を行わない

こととするために、具体的に次の行為を禁止する。このことから、支店の運営管理

業務担当者で運用関連業務を行う者は専任者ではないが金融商品の販売等は行って

いないため、確定拠出年金法第 100 条第 7 号に基づく主務省令第 10 条第 1 号には

抵触しないと判断する。    
（×：禁止 ○：取扱可能） 

１ 預金の預入 
普通預金 × （３）に記載 
貯蓄預金 ×  
定期預金 ×  
当座預金 × （３）に記載 
通知預金 ×  
納税準備預金 ×  
積立預金 ×  
財形預金 ×  
譲渡性預金 ○ 確定拠出年金法施行令第 15 条の対象外であり

可能とする。 
外貨預金 ×  
２ 信託会社への信託 
投資信託の募集及び販売 × 
３ 有価証券の売買  
国債等公共債の募集及び販売 × 
４ 生命保険料の払込み  
個人年金保険契約締結の媒介 × 



５ 損害保険料の払込み 
火災保険契約締結の代理 × 
地震保険契約締結の代理 × 
年金払積立傷害保険契約締結の代理 × 

 
（２）追加登録する支店のいわゆる営業職員が、１（３）に記載した確定拠出年金にかか

る事務手続を行うが、当該行為は運用関連業務でないため確定拠出年金法第 100 条

第 7 号に基づく主務省令第 10 条第 1 号には抵触しないと判断する。    
（３）運用関連業務を行う運営管理業務担当者が貸付業務を兼務する場合において、融資 

の繰上返済処理に伴い発生する先取利息を普通預金又は当座預金に自動的に入金す

る手続については、厚生労働省 Q＆Ａの営業と運用関連業務の兼業の禁止の項目の

質問事項と回答に、「貸付担当が運営管理業務を行う場合、現在の貸付業務には長

期火災保険や団体信用生命保険がセットになっているものがあるが、この場合は積

極的に保険の売込みを行っているわけではないので保険商品の営業とはみなされな

い」、とあることから確定拠出年金法第 100 条第 7 号に基づく主務省令第 10 条第 1
号には抵触しないと判断する。 

 
 

以上より、計画している具体的行為は確定拠出年金法第 100 条第 7 号、主務省令第 10
条第 1 号に抵触せず行っても問題ないと判断する。 

 
以上 


